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加賀市議会災害等対策支援本部設置要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、加賀市内で地震、津波等の災害又は重大な感染症（以下「災

害等」という。）が発生したとき（重大な感染症にあっては、発生し、又はまん

延したとき。以下同じ。）に、加賀市議会及び加賀市議会議員（以下「議員」と

いう。）が、加賀市災害対策本部（重大な感染症が発生し、又はまん延した場合

にあっては、加賀市新型インフルエンザ等対策本部。以下「市対策本部」という。）

と連携し、議員の適切かつ迅速な対応により、市の災害等の対策を側面から支援

し、市民の安全の確保と早期の復旧、復興に資するため、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （設置） 

第２条 加賀市議会議長（以下「議長」という。）は、市対策本部が設置された場合

において、これに協力し、支援する必要があると認めるときは、加賀市議会災害

等対策支援本部（以下「議会本部」という。）を設置することができる。 

 （議会本部の構成） 

第３条 議会本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は、議長をもって充て、議会本部の事務を総括し、本部員を統括する。 

３ 副本部長は、副議長をもって充て、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、

その職務を代理する。 

４ 本部員は、本部長及び副本部長を除く議員をもって充て、本部長の統括の下、

議会本部の事務に従事する。 

５ 本部長は、必要に応じて、本部員の中から地域連絡員を任命し、被災地域での

相談・伝達業務に当たらせるものとする。 

 

 （所掌事務） 

第４条 議会本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

 （１）本部員の安否の確認を行うこと。 

 （２）市対策本部から災害等情報の報告を受け、本部員に情報提供を行うこと。 
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 （３）本部員からの災害等情報を収集及び整理し、市対策本部に提供すること。 

 （４）被災地域及び避難所等の調査に協力すること。 

 （５）必要に応じて国、県等への要望を行うこと。 

 （６）その他、本部長が必要と認める事項に関すること。 

 

 （本部員の活動指針） 

第５条 本部員は、災害等の発生を認知した場合は、次に掲げる指針により活動す

るものとする。この場合において、議会本部が設置されたときは、議会本部の指

示に基づいて活動するものとする。 

 （１）自らの安否及び居所又は連絡場所を議会本部に報告し、連絡体制を確立す

ること。 

 （２）議会本部から情報の提供を受け、地域の防災活動の推進に資すること。 

 （３）被災地域及び避難所等での情報収集を行い、必要に応じて議会本部へ報告

すること。 

 （４）被災地域における救援活動に協力すること。 

 （５）被災者からの相談に助言を行うこと。 

 （６）議会本部を通じて市対策本部から収集した災害等情報や被災者支援等の状

況について、地域住民に伝達すること。 

 （議会本部への参集） 

第６条 議会本部を設置した場合、本部長及び副本部長は、加賀市議会に参集する

ものとする。 

２ 本部長は、必要に応じて本部員の参集を求めることができる。 

３ 本部長は、災害等の発生により本部員が議会本部の会議の開催場所に参集する

ことが困難と認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識

しながら通話をすることができる方法で議会本部の会議を開くことができる。 

 （議会事務局の職員の職務） 

第７条 議会事務局の職員は、議会本部の事務を補助する。 

２ 事務局長は、市対策本部の会議に出席し情報収集に努めるとともに、議会本部

に対してその情報を提供するものとする。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。 
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   附 則 

 この要綱は、平成26年10月17日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年 6月26日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、令和４年11月21日から施行する。 


